
売に乗り出した¢手始めに味め寮や三井物産  

など竃腱¢社の借用り；誘汐密集療て908億1  

日い・行吠し：1）りl・拙ノしこし・）・う・トい†首トl－くIがトり  

プル丸から汐．録ダ≡ゾ粉汲までめ一拍億円分暫国  

内機関揆緊密に鷹宛する。f鍼銘柄．も組み込‰  

だ荘咽ぼ国内では遺志蔓こない。－   

こ†のだ沿0ほかイ・マ＿ンに蘭宜した特別目的  

愈牡（SPQが、8N抄ぎリノ沌昭聞でタVポ  

ッ■ト・′デフ規ゾ帆ト†’汲ワッ灘恕潜産院  

SPCが90牡のダブオ㌔レト（債務不鷹野）リズ  

1，．i■n・．・∴：：しり†．㍗＝り・－1ケi・巾～⊥て「・再汀1－）＝  

を組成した。．汐レ汐繋い翻身プ頼・凍す  

タグは凝療や億榛な．ど教組みÅれ温た・め厳桁  

数がコ什ご：叫lにとご．ト．てい／二が、こいl由．一．．‥，  

娃信浦．リー泳動扮叡訝市場で取引す息ことで・  

幅広い儲柄夢緻熟読粗密可能結し払 

． ノ尊881年11月・13臥‾日経金融新聞）   

■      †一ノ  ■、 い▼  ．－  

うなへツが商鼠合ダガ手法軍閥発に取り組  

船でいか甑・慣槻新聞社穆発紆斬忍冬隆  

新聞一に凝欄速bよ．う完■溌粟恭断章：∵ ■  

：1． 一1・エ山．・′‡キー云！ ト ′′丁！ 

巨テナントを定期借家l  

l■野村不動産、商業施設に新手法   

野村不動産は東京・八王子市で入居する全  

テナントと定期借家契約を結んだ。賃貸契約  

期間の終了後はテナントを自由に入れ替える  

ことができ、収益力のあるテナントを誘致す  

ることで賃貸収入の改善が容易になる。   

野村不動産はこの商業施設を完成後、投資  

家に販売する計画で、開発段階から投資家の  

利回り確保に配慮した。  

定期停衰契約¢期閏離車20軋寒和昭  

迷しているテナントがあれば、契約満了後に  

貸し手側が強制的に退去させることができる。  

併せて、全テナントと最低6年間の解約不可  

契約も締結。開業から一定期間はテナントが  

突然退去して賃貸収入が途絶えるリスクも回  

避できる。これにより、テナントが突然退去  

するリスクと低収益のテナントが居座るリス  

クをともに軽減した。その分、賃料は抑え気 

味にする。  

（2001年11月9日、日本経済新聞朝刊）  

アーティストハウス  

戯ン   

出版関連ベンチャーのアーティストハウス  

は翻訳本の出版費用を投資基金（ファンド）  

を新設して錮達す・る・∑∴英郎碑唾軒一；ス秀一  

ブン・ホーキング博士が著述し、日本で12月  

に売り出す新作「ホーキング、一未来を語る」  

の出版ファンドを設立する。   

あおぞら銀行のベンチヤ⊥キャピタル子会  

社、あおぞらインベストメン寸と共同出資し、  

今月中にまず11億円のフ・アンドを設ける、。  

増刷するなどの費用がかさめi£追加出資す  B・NPパリバ証券は企業の信用リスクのみ  
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養鰻  
パこ・・・1－・．ア：●、  

デリバティブを＿、債券とのセットで販売を始  

めた。天険デリノ！チオブを単体で売る場合に  

比べヾ∵割安ギ韓供で、きる。このほど中堅ゴル  

1 ク場向擁±籠1号恕成約した。   
今回成約したのは積雪で閉鎖される可能性  

＼ かみるやレ1フ場も蔓対トノ冬季に一定以上の積  

曹量のあち＞た日数に応じて、こ■最大500万円を  

支払う契約。野村が発行する2億円のユーロ  

債（期間30年）をセットで販売した。  

為替相場が」定水準より円安になれば、自  

動償還させる条件付きで、発行後1年目の利  

回りは5．2％に固定。円高が進んだ場合でも  

為替レートに応じて1ドル＝86円でゼロに  

なるまで金利を錬られる。 

（2002年1月10日、日経金高噺聞）  

る。新刊本や寛子本での牽こり上げで収益が上  

がれば、あおぞらインベストメントと一定比  

率で分け合う。   

翻訳出版は日本での販売権獲得や広告など  

に多額の先行投資が必要なため、アーティス  

トハク本章享資貧学外部授資奉や－阜導入する手  
J● 

法を模索・し七いた。 

（2001年11月21日、日本経済新聞朝刊）  

畔上瘍企未V）虐敦1、履イ丁  
ムーディーズ確率予測モデル開発   

米格付け会社のムーディーズ・インベスタ  

ーズ・サービスは日本の非上場企業がデフォ  

ルトに陥る確率を予測する独自モデルを開発  

したと発表した。日本市場での融資のデフォ  

ルト実績や財務データを使ってデフォルトと  

なる確率をはじき出す。   

モデルはムーディーズの子会社が開発した。  

非上場企業の規模、収益性、負債比率、流動  

性、成長性など11の財務変数を用いて1年後  

と5年後にデフォルトする確率がどれだけあ  

るかをはじき出す。日本版では非上境会社約  

8万社のデータを分析したという。   

ムーディーズは既に米国、カナダ、メキシ  

コ、オーストラリア、ドイツ、スペインでも  

同様の手法を用いて非上場企業のデフォルト  

確率を算定している。同社は「債権市場では  

格付けなどの標準的なリスク予測手段がある  

が、銀行ローン市場のリスク予測手段はこれ  

まで未整備だった」としている。  

（2001年12月11日、日経金融新聞）  

東京海上火災保険は天候デリバティブで、  

桜の開花の遅れや花見の時期の降雨を基準に  

した新商品を発表した。旅行業者や遊覧船、  

弁当類の販売業者などを中心に売り込む。花  

見文化のある日本ならではの商品という。   

商品の名は「桜前線」「お花見日和」の2  

本。桜前線は開花日前後に低温が多かった場  

合に補償金を支払う。お花見日和は桜が咲い  

ている間に一定以上の雨が降れば紺償金を支  

払う仕組みだ。   

例えi£ 5月2日が平均的な開花日である  

函館市の企業が契約する場合、まず、オプシ  

ョン料（保険料に相当）150万円を払ってお  

く。3月下旬から5月中旬までの間で、平均  

気温が7．5度以上の日が一定日数に達しなけ  

れば、下回った日1日について100万円を受  

け取れる。  

（2002年2月7日、日本経済新聞朝刊）  野村証券は気象による損失を補償する天候  

25   FUTURES REPORT312002  


	img-205112530.pdf
	img-205112539.pdf

